
1. 農地整備の現状と課題，および今後の展開

能見 智人・大江 慎哉

新たな食料・農業・農村基本計画においては，食料・農業・

農村施策の改革を進め，若者たちが希望を持てる「強い農業」

と「美しく活力ある農村」の創出を目指していくこととしてい

る。また，TPP対策においても，総合的なTPP関連政策大綱

が定められ，「攻めの農林水産業への転換（体質強化対策）」と

して力強く持続可能な農業構造の実現などを集中的に講ずるこ

ととしている。これらを実現するためには，生産効率を高める

ための農地の大区画化や地下水位制御システムによる汎用化な

どを地域の実情に応じて実施することが重要であり，補助事業

による農地整備を中心に，事業の概要，現状と課題，今後の展

開について紹介する。

（水土の知84-3，pp.3〜6，2016)

農地整備，大区画化，農地集積，農地中間管理機構，生産

コストの低減，工事コストの縮減，高収益作物への転換

2. 新たな標準区画に対応する水稲乾田直播栽培技術

冠 秀昭・林 貴峰・大谷 隆二

水稲作の抜本的なコスト低減のためには，従来の移植栽培に

代わり，直播栽培を実施することが効果的である。プラウ耕グ

レーンドリル体系乾田直播栽培では，作業の高速化により従来

の移植体系に比べ作業能率が大幅に向上するため，大区画圃場

に対する適用性が高い。各種土壌条件に対する適用性は，播種

前後の鎮圧により減水深を低減することが可能なため，作土層

が強粘性，粘性となる土壌を中心に東北地方ではおよそ7割の

水田で乾田直播栽培が可能になるとみられる。現在宮城県にお

いて，このような省力的営農技術の導入を見越した圃場整備手

法である「新たな標準区画（2 ha）」による圃場整備が進められ

ている。

（水土の知84-3，pp.7〜10，2016)

乾田直播栽培，圃場整備，大区画圃場，低コスト化，鎮圧

3. 転作田における地力維持と大規模水田農家の課題

新良 力也

水田の地力が低下しているとの懸念がある中，転作利用頻度

に応じて土壌有機物の減耗と関係する窒素肥沃度が低下してい

ることを明らかにしてきた。また，土壌pHの低下や可給態ケ

イ酸量の減少が顕在化し，それは，資材投入量の減少を要因と

する報告を紹介した。地力低下対策技術としては，有機物の減

耗に対して堆肥や緑肥などの活用が有効であり，酸性改良やケ

イ酸補給のための土壌改良資材の施用が必要であるが，生産者

に十分施用する労力と資金の余裕がない状況下では，限られた

コストで地力をどの水準で維持すべきかの議論が必要である。

一方，転作田の食料生産性を高く維持する観点からは，大豆の

生産性向上もひとつの方向性だと考える。

（水土の知84-3，pp.11〜14，2016)

地力，水田土壌，転作田，堆肥，緑肥，土壌改良材

4. 水田作における施肥コスト低減のための

多筆管理上の留意点

大家 理哉・鷲尾 建紀・藤本 寛

水田作では経営規模の拡大に伴い管理する圃場数が増える

「多筆化」が進む傾向にある。個々の経営体が施肥コストを低

減するためには，管理する圃場の地力や養分含量などの土壌化

学性を評価し，施肥量を調節するといった肥培管理技術の導入

が求められる。その中で，化学性のうち重点的に評価すべき項

目は何か，管理する水田のうちでどの程度の筆数を評価すべき

かについて，十分な知見がない。そこで，施肥量決定に際して

経営体が管理する水田土壌の化学性が圃場間でどの程度変動す

るかを調査するため，3つの経営体を対象として行った調査内

容について述べる。また，これまでの知見で得られた水田にお

ける施肥コスト低減技術についても紹介する。

（水土の知84-3，pp.15〜18，2016)

水田，多筆管理，コスト低減，土壌化学性，家畜ふん堆肥，

土壌蓄積養分
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小特集 大規模水田農業の未来を支える技術

特集の趣旨

わが国の土地利用型農業は，農産物価格の低下圧力と労働力の減少により生産コストのさらなる低減が求められていま

す。また，生産の持続性や環境への配慮も同時に要請されます。圃場区画の大型化は，その時代の経営体の規模や作業体系

に対応して進められてきましたが，現在は1 ha を超える規模の区画とそのスケールメリットを最大限発揮できる作業体系

の確立が進められています。本小特集では，このような水田農業の大規模化を支える圃場整備技術や土壌管理技術，作物の

先進的な栽培体系について紹介します。



5. リモートセンシングを利用した

水田地帯における土壌特性の把握

渕山 律子

農林水産省ではスマート農業実現のためにさまざまな取組み

がなされており，その中の一つに衛星や低空リモートセンシン

グの利用があげられている。以前よりリモートセンシング技術

は農業分野での利用が期待されつつも，実用化は一部に限られ

ていた。しかし，近年センシング技術やデータ解析技術の開発

が進み，今後，利用場面が拡大していくものと考えられる。リ

モートセンシングにはリアルタイムの診断技術としての役割を

果たす一方，農地の生産性を維持するためのモニタリングや基

盤情報の整備を目的とした情報収集の役割などが期待される

が，本報では，後者に着目し，大規模水田輪作地帯における圃

場レベルの解析事例を紹介する。

（水土の知84-3，pp.19〜22，2016)

リモートセンシング，GIS，地力ムラ，圃場整備，大区画

化，土壌情報

6. 大区画圃場における

RTK-GPS測位を用いた圃場管理技術の実証

若杉 晃介・原口 暢朗・船生 岳人

川野 浩一・広田 健一・岸 恵純

近年，担い手への農地集積によって大規模・大区画圃場が多

くなっているが，そのスケールメリットを生かす営農体系の確

立には至っていない。そこで，高精度な3次元位置情報が得ら

れる RTK-GPS 測位を用いた大区画圃場における精密な圃場

管理技術の効果について現地実証試験を行った。GPS レベ

ラーは高低マップを確認しながら的確な運土が可能となるた

め，レーザー制御のレベラーに比べて，同等の均平精度を維持

しながら約 4 割程度の作業時間を短縮することができた。ま

た，GPS ガイダンスによる除草剤散布試験ではガイダンスの有

無によって重複散布面積が約 13％減少し，適切な薬剤散布が

可能となった。

（水土の知84-3，pp.23〜26，2016)

大区画圃場，RTK 測位，GPSレベラー，GPS ガイダン

ス，圃場均平，薬剤散布

7. 水田における暗渠管を利用した地下灌漑に及ぼす

下層土の透水性の影響

原口 暢朗・若杉 晃介

暗渠管を利用した地下灌漑では，管内に供水された用水は上

方に移動する必要があるため，下層土の透水性は地下灌漑の適

用を判断する要因となる。そこで，地下水位制御システム

FOEASが施工された地区の現地調査や地下灌漑時の漏水に係

る簡易な試算をもとに地下灌漑を行うための下層土の透水条件

を検討した。現地調査では地下水位や用水量，収量などから地

下灌漑の可否と透水性と地下水位の関係を調べた。また，試算

では地下灌漑時の降下浸透速度と用水供給速度の関係，および

地下水位維持に必要となる用水量を算出した。その結果，安定

した地下灌漑を実現する閾値の目安として，暗渠管埋設深の透

水係数が1×10−5 cm/s 程度であることを提示した。

（水土の知84-3，pp.27〜30，2016)

地下水位制御システム，FOEAS，地下灌漑，土層，透水

性

（報文）

ペットボトルトラップによる水田面の水生生物調査法と実践

鹿野 雄一・山下 奉海

本報ではペットボトルトラップにより，田面の小〜中型の水

生生物多様性を定量的に評価・解析する。福岡県北部の6つの

圃場においてトラップを10個ずつ設置し捕獲調査を行ったと

ころ，4綱 9科 15種にわたり水生生物が捕獲された。また，同

一圃場内にも水温，溶存酸素，水深などに局所的な変異が見ら

れたが，解析の結果，水温の高い地点にヌマガエルのオタマ

ジャクシ，水生昆虫，スクミリンゴガイが偏って分布する傾向

が見られた。またオタマジャクシは水深の深い地点に，水生昆

虫類は水深の浅い地点に偏って分布した。そのため調査に当

たっては，一つの圃場に対し複数個設置することで局所的な偏

りを平均化することが望まれる。

（水土の知84-3，pp.33〜36，2016)

水生昆虫，オタマジャクシ，ジャンボタニシ，スクミリン

ゴガイ，溶存酸素，水温，水深

（技術リポート：北海道支部）

農業用排水路の流出解析と溢水対策の検討

岸田 隆志・南部 雄二・小林 英徳

農業用排水路の流下量は，近年の降雨パターンの変化，流域

内の流出形態の変化などにより，計画洪水量に対し増加傾向が

みられる。特に，局所的な短時間雨量の増加（ゲリラ豪雨）に

より，溢水被害，護岸工の崩壊などが増加している。本報では，

北海道鷹栖町内で2012〜2014年に調査した排水路の流況デー

タをもとに，計画雨量を増加させた場合の流出量を流出解析

（貯留関数法）により推定した。さらに，溢水量と湛水被害区域

を想定して，湛水被害額と溢水防止対策費を試算した。湛水被

害額は水稲の粗収益全損を想定し，対策費は排水路両岸の盛土

工事費を想定した。その結果，計画時の1.1倍程度の降雨時の

被害額（1回）に対し工事費が近似した。

（水土の知84-3，pp.38〜39，2016)

ゲリラ豪雨，短時間雨量，排水対策，被害額，ピーク流量，

田んぼダム

（技術リポート：東北支部）

三本木幹線用水路急流工の落差を活用した小水力発電

宮川 潤孝・太田 浩二・一戸 尚人・山端 滋

二級河川奥入瀬川から取水する国営三本木幹線用水路には，

落差 9.2mの急流工があり，豊富な水量と相まって小水力発電

に適した条件を備えている。この落差を活用して小水力発電施

設の整備を行い，その売電収入を農業水利施設の維持管理費や

補修費として活用することで，農家負担の軽減や二酸化炭素の

排出削減を図っている取組みを紹介する。

（水土の知84-3，pp.40〜41，2016)

小水力発電，再生可能エネルギー，水車，二酸化炭素削

減，維持管理



（技術リポート：関東支部）

「埼玉型ほ場整備事業」の取組み事例

勝俣 孝・櫻河 隆之

埼玉県においては，昭和初期までに実施した耕地整理事業に

よる 10 a 区画が全体の 42.1％を占め，その多くが東部地域に

存在するが，後継者不足から今後10年，20年先の営農につい

て懸念されている。そのため当地域の再整備および担い手への

集積の推進が課題であり，平成 26年 3月に埼玉県は「埼玉型

ほ場整備事業実施方針」を定め，さらなる推進を行うことと

なった。本報では，埼玉型ほ場整備事業と農地中間管理機構を

活用して企業参入を含めた集積を図る事例について紹介する。

（水土の知84-3，pp.42〜43，2016)

低コスト，圃場整備，10 a 区画，再整備，企業参入

（技術リポート：京都支部）

七穂排水機場減速機損傷から学ぶ新たな排水機場診断

西尾 光弘・國枝 正

西蒲原地域の主要施設である七穂排水機場の1号機が，減速

機の重故障により突然停止した。故障原因を究明するための調

査を実施したところ，減速機が電動機起動時の高負荷を繰り返

し受け，金属摩耗が進行し，歯車の損傷に至ったと推定された。

新たな診断手法として潤滑診断を実施した結果，歯車の金属摩

耗には起動回数が影響していることが裏付けられた。今後，こ

の事例を生かした新たな機能診断を実施し，異常発生兆候の早

期発見ならびに定量的な余寿命予測を行い，状態監視保全によ

る適正な保全管理の推進を図りたいと考えている。

（水土の知84-3，pp.44〜45，2016)

ポンプ設備，機能診断，施設管理，潤滑油，金属摩耗粒子，

状態監視保全

（技術リポート：中国四国支部）

キャベツの大規模団地化に向けた低利用農地の再編整備

髙田 善雄・佐々木拓治・進藤 正章

広島県が進めるキャベツ産地計画において一定規模でまと

まった低利用農地を，農地中間管理機構を介して集積，再生整

備のうえ活用を図ることとした。大規模経営での作業の効率

性，維持管理の容易性に着目し，大区画・整形化と農地境界法

面の最小化や平坦性確保を目指した区画整理の設計をした。こ

れにより，草刈りなどの負担の軽減と，栽培などの作業効率化，

機械作業の安全性確保が可能となると考えている。併せて，灌

漑施設のランニングコストなどを考慮した路線配置などの検討

も行った。現在，工事中で平成 28年度後半から経営開始の見

込みである。

（水土の知84-3，pp.46〜47，2016)

圃場整備，農地中間管理機構，大規模農業経営，機械化作

業，ランニングコスト，農地集積，低利用農地

（技術リポート：九州沖縄支部）

シラス急崖法面における施工事例

宮﨑 真人

鹿児島県垂水市は大隅半島中央の西部に位置し，錦江湾に沿

う平地と背後にシラス台地が広がる地域であり，台地の外周は

侵食が発生しやすいシラス急崖法面となっている。今回，不安

定法面の崩壊を未然に防止し，農地・農業用施設を守るため，

法面の掘削・整形・法面保護を実施した。土砂災害警戒区域に

も指定されている危険箇所での掘削作業は新技術に登録された

高所法面掘削機を用いることで対応した。また，シラス特有の

性質に対応しながら法面保護工を検討し，法面に出現した空洞

についても調査・検討を行い対応したことから，シラス急崖法

面における施工事例として紹介する。

（水土の知84-3，pp.48〜49，2016)

シラス，急崖法面，高所法面掘削機，法面保護工，ガリ侵

食
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